
（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00682

事務事業評価調書
事務事業名 建築指導事業

担当部名 都市計画部 室課名 開発審査室 室課長名 小川　茂樹

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和４６年度 改正
内容

構造審査の合理化、容積率制限等の合理化、定期報告制度の強化、建築物の事故調査体制の強化等
直 近 の 改 正 平成２６年度

根拠法令等 建築基準法

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 6 安全で魅力的なまちづくり 節 3 細節 20

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 建築主等

　目標
（どういう状態にしたいのか）

市民の生命、健康及び財産の保護を図り、もって公共の福祉の増進に資する。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

法の基準に適合するかを審査、指導することにより、良好な住宅・住環境の整備に資する。

事業概要
建築物等に関する申請書の審査、現場指導並びに検査により、建築基準法に適合するかをチェックする。また、市内パトロールの実施によ
り、違反建築物の未然防止や是正指導を行うほか、定期報告制度により、既存建築物の安全確保に努める。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 8 項 1 目 2 大事業 1 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 15,476 7,846 12,545 8,466 17,214

　  人件費
職員数 人 11.50 12.75 11.50 11.50 12.50

総額 （B) 千円 95,450 101,325 96,048 96,048 102,125

総事業費（Ａ＋Ｂ） 110,926 109,171 108,593 104,514 119,339

特定財源（Ｃ） 8,205 19,312 5,313 2,338 4,185

0

府 40 274 50 160 50

国 0 0

4,135

市負担（Ｄ） 102,721 89,859 103,280 102,176 115,154

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 102,721 89,859 103,280

2,178その他 8,165 19,038 5,263

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

102,176 115,154

財源計（Ｃ＋Ｄ） 110,926 109,171 108,593 104,514 119,339

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

一般財団法人　大阪建築防災センター

主な委託内容 特殊建築物等定期報告業務

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00682

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

市内建築物等の確認件数
目標値 （単位：件） 1,000.00 1,000.00 0.00

実績値 （単位：件） 1,158.00 1,127.00

達成度(%) 115.8 112.7

目標値
の積算
方法

全件処理

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 91.36 92.74

一般財源（単位：千円） 88.80 90.66

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

確認件数のうち完了検査に合格した件数
目標値 （単位：件）

②

指標
内容

目標値

1,000.00 1,000.00 0.00

実績値 （単位：件） 1,133.00 1,158.00

達成度(%) 113.3 115.8

目標値
の積算
方法

全件処理

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 93.37 90.25

一般財源（単位：千円） 90.76 88.23

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

確認申請の審査

目標

申請を処理する業務であるため、目標設定はなじ
まない。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

確認申請の検査

達成
状況

検査済証交付のための必須の手続き

    終期の設定

評価の説明

建築指導事業は、建築基準法に規定された事業である。市内全域の確認件数は、毎年１，０００～１，２００件
程度で推移しており、事業費は概ね妥当と考えられる。法令講習会をはじめ、大阪府内特定行政庁との情報
交換、現場パトロールを実施し、審査指導内容の充実を図っている。また、建築主事業務の民間開放に伴
い、従来の審査業務が減少する中で、指定確認検査機関との連絡調整事務など、新たな業務が増えてきて
いる。その他、定期報告業務、建築相談業務、不動産取引に関連しての建築計画概要書等の証明書の発行
などの業務は漸増してきている。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 開発審査室

事務事業番号 682 事業名 建築指導事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

20

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ｂ．迅速なサービス提供のための取組について検討している。（3点） 3

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｂ．他の事業・取組との連携を検討をしている。（3点） 3

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

20

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ａ．不特定多数を対象としている。（5点） 5

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ｂ．事業費は増大したが、市負担はそれほど増加していない。（3点） 3

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ｂ．事業費は増大するが、市負担は増大しない見込みである。（3点） 3

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 90

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 開発審査室 事務事業番号 682

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析 建築指導事業は、建築基準法等に規定された事業である。

行政として適切な指導をできるように有資格者を育成し、専門性の高い技術者を育成する必要がある。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00683

事務事業評価調書
事務事業名 開発指導事業

担当部名 都市計画部 室課名 開発審査室 室課長名 小川　茂樹

１　事務事業の概要

事業開始年度 昭和４７年度 改正
内容

条例の規定整備
直 近 の 改 正 平成２７年度

根拠法令等 吹田市開発事業の手続等に関する条例、都市計画法、宅地造成等規制法、建築基準法等

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明 吹田市開発事業の手続等に関する条例の制定及び運用

総合計画の体系 章 6 安全で魅力的なまちづくり 節 3 細節 20

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 開発事業者

　目標
（どういう状態にしたいのか）

開発事業に関する必要な手続き並びに公益的施設の整備に関する基準等について指導等を行い、良好な都
市環境の保全並びに形成につなげる。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

良好な市街地の形成

事業概要

吹田市開発事業の手続等に関する条例に基づく指導
福祉のまちづくりのための都市施設整備要綱に基づく指導
都市計画法に基づく開発許可申請の審査等
宅地造成等規制法に基づく許可申請の審査等
建築基準法に基づく位置指定道路の指定等

H27事業別
予算コード

会計 1 款 8 項 1 目 3 大事業 2 中事業 1 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 2,223 1,709 2,301 1,966 2,140

　  人件費
職員数 人 13.00 13.00 14.00 14.00 11.00

総額 （B) 千円 107,900 103,311 116,928 116,928 89,870

総事業費（Ａ＋Ｂ） 110,123 105,020 119,229 118,894 92,010

特定財源（Ｃ） 101 8,263 115 206 142

0

府 10 60 18 87 36

国 0 0

106

市負担（Ｄ） 110,022 96,757 119,114 118,688 91,868

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 110,022 96,757 119,114

119その他 91 8,203 97

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

118,688 91,868

財源計（Ｃ＋Ｄ） 110,123 105,020 119,229 118,894 92,010

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 00683

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

開発事業事前協議承認申請書の件数
目標値 （単位：件） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：件） 1,025.00 1,059.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

全件処理

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 110.23 112.27

一般財源（単位：千円） 110.06 112.08

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

開発事業事前協議承認申請書の審査

目標

申請を処理する業務であるため、目標設定はなじ
まない。

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

各開発事業の関係部局との協議完了の確認

達成
状況

建築確認申請や開発許可などの行為を行う前段
での必須手続き（吹田市開発事業の手続等に関
する条例に基づく）。

    終期の設定

評価の説明

条例による開発事業者との庁内協議、指導事業であり、また法令に規定する技術基準に基づく審査を行い、
許認可する業務のため、「市」以外では担えない。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点
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点

点
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点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 開発審査室

事務事業番号 683 事業名 開発指導事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

20

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ｃ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は高い。もしくは比較・分析までできていない。（1点） 1

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ａ．現在の事業のあり方で、期待する事業効果を十分得ることができる。（5点） 5

評価点合計
（100点満点） 94

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 開発審査室 事務事業番号 683

本市の良好な都市環境の保全及び形成を図り、土地利用における公共の福祉の増進に寄与することを目的とする、開発事業に関する法律お
よび条例に基づく審査・指導業務であることから、指標による評価は難しい。

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
行政が担うべく取り組みである。条例により、建築確認申請や開発許可申請等を行う前段で、市と事前協議
を行うことと義務付けており、全ての項目について適正である。
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妥当性 
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効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00685

事務事業評価調書
事務事業名 地域防災推進事業

担当部名 都市計画部 室課名 開発審査室 室課長名 小川　茂樹

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成９年度 改正
内容

府は、平成２６、２７年度の２年時限で補助拡充していたが、平成２８年度から元に戻す措置等をした。
市は、補助を利用しやすくするため平成２８年度から「概算払」を採用する要綱改正をした。直 近 の 改 正 平成２７年度

根拠法令等 建築物の耐震改修の促進に関する法律、社会資本整備総合交付金・大阪府震災対策推進事業補助金交付要綱等

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 6 安全で魅力的なまちづくり 節 1 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 建築物の所有者

　目標
（どういう状態にしたいのか）

建築物の耐震化の促進

　結果
（どのような効果が得られるのか）

建築物の地震に対する安全性の向上を図ることにより、市民の生命、身体及び財産を守る

事業概要
耐震化の必要性を啓発するとともに、一般的に耐震性が不足しているとされる昭和５６年５月３１日以前の基準で建築された既存民間建築物
の所有者に、耐震化に係る費用の一部を補助することにより耐震化を支援する

H27事業別
予算コード

会計 1 款 9 項 1 目 4 大事業 1 中事業 2 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 34,478 22,064 26,557 25,976 35,568

　  人件費
職員数 人 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00

総額 （B) 千円 16,600 15,894 16,704 16,704 16,340

総事業費（Ａ＋Ｂ） 51,078 37,958 43,261 42,680 51,908

特定財源（Ｃ） 19,149 12,564 18,343 18,012 21,564

17,783

府 3,781 3,062 5,281 5,231 3,781

国 15,368 9,502

0

市負担（Ｄ） 31,929 25,394 24,918 24,668 30,344

（
内
訳

）

13,062 12,781

0

一般財源 31,929 25,394 24,918

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

24,668 30,344

財源計（Ｃ＋Ｄ） 51,078 37,958 43,261 42,680 51,908

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

一般財団法人　大阪建築防災センター

主な委託内容 建築物の耐震化進行管理等

補助金・負担金 交付先

旧基準で建築された既存民間建築物の所有者

その他 内容



2 1 00100300002
防
災

２　評価の指標等

事業番号 00685

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

耐震診断、耐震設計、耐震改修、各補助金
の交付申請件数 目標値 （単位：件） 69.00 70.00 70.00

実績値 （単位：件） 46.00 68.00

達成度(%) 66.7 97.1

目標値
の積算
方法

当初予算（通常分）全件執行

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 825.17 627.65

一般財源（単位：千円） 552.04 362.76

②

指標
内容

耐震診断、耐震設計、耐震改修、各補助金
の交付額 目標値 （単位：千円） 19,125.00 26,125.00

目標値
の積算
方法

26,125.00

実績値 （単位：千円） 13,748.00 25,563.00

達成度(%) 71.9 97.8

当初予算（通常分）全額執行

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 2.76 1.67

一般財源（単位：千円） 1.85 0.96

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

耐震化の必要性を啓発するとともに、旧基準の民間建築物の耐震化を支援する

目標

平成２７年度（２０１５年度）までに耐震化率９割

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

昭和５６年５月３１日以前の基準で建築された既存民間建築物の耐震化の促進
を図っているが、建築物全体の耐震化率年次把握は困難である。

達成
状況

耐震化支援策の補助金交付実績については、件
数、金額ともに前年度を上回ったが、目標達成に
至らなかった。

    終期の設定

評価の説明

災害が起きると被害は甚大であることから、未然に防ぐため耐震化を促進する啓発と支援が肝要である。
民間建築物の耐震化を促進するため、耐震化に係る費用を補助することで支援する必要がある。
本事業単独の評価では効果が現れにくいが、建築物の倒壊を防ぐことは発災時において、直接市民の生
命、身体及び財産を守り減災につながるとともに、建築物の倒壊によって緊急車両による救急救命活動、市
民の避難活動、救援活動を妨げるなどの２次災害を未然に防ぐなど、上位施策の推進に非常に効果があ
り、費用対効果は大きいと考える。
市民の危機管理意識の向上に沿えるよう、耐震化補助対象の拡充が望まれる。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要
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点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 開発審査室

事務事業番号 685 事業名 地域防災推進事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

18

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ｂ．市が関与すべき事業であるが、その範囲や担い手には民間委託など検討の余地がある。（3点） 3

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　b．目標を下回る進捗状況である。（3点） 3

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ｂ．目標をやや下回るが、具体的な成果を上げている。（3点） 3

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

14

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ｂ．事業費は増大したが、市負担はそれほど増加していない。（3点） 3

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ｂ．事業費は増大するが、市負担は増大しない見込みである。（3点） 3

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 86

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 開発審査室 事務事業番号 685

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
耐震化を図るには、既存建築物の耐震補強だけでなく、耐震診断結果により建替えや除却等も含めて進め
ることとなる。

平成２５年に法が改正され、一部の建築物の所有者に耐震診断の実施と結果報告が義務付けられ、市内建築物については本市が結果を公表
する。国は大規模なもの、府は重点広域緊急交通路沿道建築物をその対象とした。
平成２７年１２月に大規模なものの報告期限を迎え、公表に向けた新たな業務に取組んでいる。また平成２８年１２月が報告期限である府が耐
震改修促進計画に道路を記載することにより義務付けられた沿道建築物の所有者への働きかけ等、府と更なる連携が必要となっている。
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（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 00686

事務事業評価調書
事務事業名 住宅建築物アスベスト改修事業

担当部名 都市計画部 室課名 開発審査室 室課長名 小川　茂樹

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成２２年度 改正
内容

なし
直 近 の 改 正 なし

根拠法令等 社会資本整備総合交付金交付要綱、吹田市既存民間建築物アスベスト含有調査補助金交付要綱

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 6 安全で魅力的なまちづくり 節 3 細節 20

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 既存民間建築物の所有者

　目標
（どういう状態にしたいのか）

既存民間建築物のアスベストの含有分析調査を推進する。

　結果
（どのような効果が得られるのか）

アスベストの飛散による市民の健康障害を防止する。

事業概要 吹田市既存民間建築物アスベスト含有調査補助金交付要綱に基づき、アスベストの含有調査に対する費用の助成を行う。

H27事業別
予算コード

会計 1 款 9 項 1 目 4 大事業 1 中事業 3 小事業 1

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 750 0 750 0 750

　  人件費
職員数 人 0.25 0.00 0.25 0.25 0.25

総額 （B) 千円 2,075 0 2,088 2,088 2,043

総事業費（Ａ＋Ｂ） 2,825 0 2,838 2,088 2,793

特定財源（Ｃ） 750 0 750 0 750

750

府 0 0 0 0 0

国 750 0

0

市負担（Ｄ） 2,075 0 2,088 2,088 2,043

（
内
訳

）

750 0

0

一般財源 2,075 0 2,088

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

2,088 2,043

財源計（Ｃ＋Ｄ） 2,825 0 2,838 2,088 2,793

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

個人及び団体

その他 内容
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境
づ
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２　評価の指標等

事業番号 00686

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

アスベスト含有調査補助金交付申請件数
目標値 （単位：件） 3.00 3.00 3.00

実績値 （単位：件） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

予算数値による

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

目標

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

対象となる建築物のアスベスト対策の普及啓発及び体制整備

達成
状況

引き続きアスベスト対策の促進を図る

    終期の設定

評価の説明

アスベストの飛散による市民の健康障害を防止するため、既存民間建築物の所有者に対しアスベストの含
有分析調査について補助を行う。
本事業は国の補助を受け始まった事業であることから、事業を廃止することは上位施策である「安全で魅力
的なまちづくり（良好な住宅・住環境づくり）」の推進を後退させることとなりかねず、継続すべきと考える。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 開発審査室

事務事業番号 686 事業名 住宅建築物アスベスト改修事業 事業区分 その他

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

14

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　b．実施意義は今もある。（3点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

3

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　c．市民ニーズは低下している。又は市民ニーズを把握できていない（1点） 1

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ａ．活動指標や有効指標には、他市との比較も可能な、それぞれ別の定量的な指標設定をしている。（5点） 5

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　ａ．事業の目的と受益者は完全に一致している。（5点） 5

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　c．具体的な成果があまりない状況である。（1点） 1

（３）
効率性
（20点）

14

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ｂ．迅速なサービス提供のための取組について検討している。（3点） 3

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ｂ．他の事業・取組との連携を検討をしている。（3点） 3

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ｂ．事業手法の検討や事務改善に取り組んでいる。（3点） 3

（４）
公平性
（20点）

18

①サービスの対象範囲は適正ですか。

　ｂ．特定の者を対象としているが、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（3点） 3

②サービスの水準は適正ですか。

　ａ．サービスの水準は適正で、受益者以外の市民から見ても理解が得られる。（5点） 5

③適正な受益者負担を求めていますか。

　ａ．適正な受益者負担を求めている。又は受益者負担を必要としない理由・根拠がある。（5点） 5

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

  a．滞納等には速やかに適正な措置を講じており、収納率も高い。又はそのような取組が必要がない事業である。（5点） 5

16

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｃ．現在の事業のあり方では、期待する事業効果は得られない。（1点） 1

評価点合計
（100点満点） 78

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 開発審査室 事務事業番号 686

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析
本事業は国の補助を受け、始まった事業である。
補助実績がないが、制度としては存続させるべきと考える。

アスベストの危険性に対する意識啓発に取り組んでいく。

0

5

10

15

20
妥当性 

有効性 

効率性 公平性 

持続可能性 



（１）

（２）

（３）

一部（上乗せ、横出し等あり） なし　（国・府制度もしくは法令等で市が実施する義務あり）

（５）

内部管理 建設事業 その他

（７）

（8）

直接実施

①

②

③

①

②

③

事業番号 01365

事務事業評価調書
事務事業名 地域防災計画推進事業

担当部名 都市計画部 室課名 開発審査室 室課長名 小川　茂樹

１　事務事業の概要

事業開始年度 平成１０年度 改正
内容

大阪建築物震災対策推進協議会規約に規定する民間事業者団体の加入要件
直 近 の 改 正 平成２５年度

根拠法令等 建築物の耐震改修の促進に関する法律、大阪建築物震災対策推進協議会規約

（４） 市単独事業区分

全部

一部にチェックした場合はその説明

総合計画の体系 章 6 安全で魅力的なまちづくり 節 1 細節 10

（６） 目　　　的

　対象
　（誰を、何を）

区分

範囲等 府内の建築物等

　目標
（どういう状態にしたいのか）

府内の建築物等に係る震災対策の推進

　結果
（どのような効果が得られるのか）

市民の生命、身体及び財産を守り、災害に強い住まいとまちづくりに資する

事業概要
大阪府、府内市町村及び建築関係団体等で構成する大阪建築物震災対策推進協議会に参画し、官民連携して、既存建築物の耐震性向上
についての普及啓発及び被災建築物等の応急危険度判定の体制整備を図る

H27事業別
予算コード

会計 1 款 項 目 大事業 中事業 小事業

（9）
事業費と

財源の内訳

項　目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

予算（千円） 決算（千円） 予算（千円） 決算見込（千円） 予算（千円）

事業費（Ａ） 130 130 130 130 130

　  人件費
職員数 人 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

総額 （B) 千円 2,075 2,075 2,088 2,010 2,043

総事業費（Ａ＋Ｂ） 2,205 2,205 2,218 2,140 2,173

特定財源（Ｃ） 0 0 0 0 0

0

府 0 0 0 0 0

国 0 0

0

市負担（Ｄ） 2,205 2,205 2,218 130 130

（
内
訳

）

0 0

0

一般財源 2,205 2,205 2,218

0その他 0 0 0

0

その他 0 0 0 0 0

地方債 0 0

130 130

財源計（Ｃ＋Ｄ） 2,205 2,205 2,218 130 130

（
内
訳

）

0

（10）

実施方法

（該当するもの
は全部チェック）

委託又は一部委託
委託先

主な委託内容

補助金・負担金 交付先

大阪建築物震災対策推進協議会

その他 内容
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２　評価の指標等

事業番号 01365

指　標　項　目 項目
平成26年度
(2014年度)

平成27年度
(2015年度)

平成28年度
(2016年度)

（
１

）
活
動
指
標

①

指標
内容

　
目標値 （単位：円） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：円） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

　

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

②

指標
内容

目標値 （単位：） 0.00 0.00

目標値
の積算
方法

0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

目標値 （単位：）

②

指標
内容

目標値

0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（単位：） 0.00 0.00 0.00

実績値 （単位：） 0.00 0.00

達成度(%) 0.0 0.0

目標値
の積算
方法

単位当た
りコスト

総事業費（単位：千円） 0.00 0.00

一般財源（単位：千円） 0.00 0.00

（
３

）
指
標
で
示
す

 
の
が
困
難
な
場
合

①
活動
内容

大阪府、府内市町村及び建築関係団体等と連携した震災対策の普及啓発及び
被災建築物等の応急危険度判定の体制整備

目標

府内の建築物等の震災対策を推進することによっ
て、市内の震災対策を推進する

（
２

）
成
果
指
標

①

指標
内容

縮小 廃止

②
成果
内容

耐震化の相談窓口の運営、技術者向け講習会の実施、建物所有者への説明
会、行政担当者向け講習会の実施、応急危険度判定士の養成など震災対策の
体制整備の推進
総会、幹事会、会議等の開催。

達成
状況

発災時に備え、府内官民連携して震災対策を講じ
られるよう努めている

    終期の設定

評価の説明

大阪府、府内市町村及び建築関係団体等、官民連携して普及啓発や発災時に備えた体制整備を行ってい
る事業であり、上位計画の方針に合致している。耐震に係る講習会の実施、被災建築物応急危険度判定士
の養成や訓練の実施など、府内官民のスケールメリットを生かした活動を行っており、費用対効果が大きい。

（４）総合評価

今後の方向性
(実施計画）  拡充 継続



１　各視点からの評価 　　 ※内部管理事務は「公平性」の評価不要

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

点

事務事業分析シート
所属名 開発審査室

事務事業番号 1365 事業名 地域防災計画推進事業 事業区分 内部管理

評価の視点 評価点 チェック項目　【プルダウンメニューで選択してください。】　※各設問5点満点

（１）
妥当性
（20点）

20

①役割分担の観点から見て、市の関与のあり方は適切ですか。

　ａ．市が関与すべき事業であり、その範囲も担い手も最適である。（5点） 5

　ａ．実施意義は今も増している。（5点）

②この事業を進めることは、施策や政策課題の推進に効果がありますか。

　ａ．施策や政策課題の推進にとって、優先順位の高い重要な事業である。（5点） 5

③社会状況の変化や時間の経過に伴い、事業の実施意義が薄れていませんか。

5

④利用者や対象者の減少など、市民ニーズが低下していませんか。

　ａ．客観的なデータで市民ニーズが高いことを把握している。（5点） 5

（２）
有効性
（20点）

16

①活動指標・有効指標それぞれに定量的な指標設定を行っていますか。

　ｂ．活動指標や有効指標には定量的な指標設定をしている。又は指標設定は困難であるが目標や達成状況は分析している。（3点） 3

②事業の目的と受益者が一致していますか。

　b．事業の目的と受益者は概ね一致している。（3点） 3

③事業は目標どおりに進捗していますか。

　a．目標を上回る又は目標どおりの進捗状況である。（5点） 5

④市民に説明できる具体的な成果を上げていますか。

　ａ．目標以上又は目標どおりの具体的な成果を上げている。（5点） 5

（３）
効率性
（20点）

20

①単位当たりコストは適正ですか。

　ａ．単位当たりコストは適正である。（5点） 5

②迅速なサービスの提供に努めていますか。

　ａ．迅速なサービス提供のための取組を具体的に取り組んでいる。（5点） 5

③他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っていますか。

　ａ．他の事業・取組と連携して、事業の効率化を図っている。（5点） 5

④事業手法の検討、事務改善に取り組むなど、事業効率の向上に努めていますか。

　ａ．事業手法の検討や事務改善に取り組み、具体的な成果を上げている。（5点） 5

（４）
公平性
（20点）

0

①サービスの対象範囲は適正ですか。

内部管理

②サービスの水準は適正ですか。

内部管理

③適正な受益者負担を求めていますか。

内部管理

④公平性を確保するための取組みをしていますか。

内部管理

18

①事業開始当初と比べて、事業費や市負担が大幅に増大していませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増加していない。（5点） 5

②今後、対象者の増加等で事業費や市負担が増大する傾向にありませんか。

　ａ．事業費や市負担はほとんど増大しない見込みである。（5点） 5

③府内類似団体（又は北摂各市）の類似事業と比較・分析していますか。

　ａ．定期的に比較・分析しており、事業費の水準は適正である。（5点） 5

④将来的に見て、現在の事業のあり方で、期待する事業効果を得ることができますか。

　ｂ．現在の事業のあり方で、一定の事業効果は得られるが、見直しにより、さらに効果的な事業にできる余地がある。（3点） 3

評価点合計
（100点満点） 92

　←　※自動計算します。
　　　　　（内部管理事務は公平性の評価点がないため、各視点の合計×1.25（小数点以下切捨て））

（５）
  持続可

能性
（20点）



２　各視点からの評価の点数では表れない事項（必要に応じて記載）

３　事務事業の現状分析

４　その他（国・府の動向など、当該事業に関係する特記事項）

所属名 開発審査室 事務事業番号 1365

（１）本事業の位置付け
　主要な政策課題

　としての取組
　　部として重点的な取組 その他

（２）各視点からの評価結果

（３）現状分析 大阪府、府内市町村及び建築関係団体等、官民連携して行っている事業である。
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